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１．高齢者の現状と動向

１－１ 高齢者の住まい
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○要介護の高齢者も約８割が在宅

要介護認定者４１８万人のうち３２７万人（７８％） が在宅介護

○高齢者の９割以上は在宅

６５歳以上人口２，５７６万人のうち２，４８５万人（９６％）が在宅

１－１－１ 高齢者の居住の場

２，１５８万人

健常者等右以外の者

３２７万人 91
要支援・要介護認定者

在宅（２，４８５万人）
施設及び
居住系入所者

①要支援・要介護認定者数については、平成１７年度介護保険事業状況報告より、平
成１７年度末の数値。
②施設等入所者数については、平成１７年介護サービス施設・事業所調査結果の概況
より、介護保険３施設の在所者数及び認知症対応型共同生活介護、特定施設入所者
生活介護の利用者数の合計。

６５歳以上人口

２，５７６万人

日本の将来人口推計（平成１８年１２月推計）より

在宅生活する高齢者の住まい

「平成１７年国勢調査」（総務省統計局）
一般世帯の高齢者（2,426万人）の内訳

４１８万人
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（資料）平成１５年 住宅・土地統計調査［総務省］
注１）「廊下幅」データは実態と乖離があり、「3点ｾｯﾄ」は補正値を推計。

注２）「高齢居住」欄は、６５歳以上の者が居住する住宅における比率。

◆３点セット等の実施率（ストックに対する割合）

住
戸
内
（
専
用
部
分
） ６．７％２．６％７．３％５．４％ＡＢＣ全て対応（３点セット）

１３．２％７．２％１７．０％１３．１％Ｂ段差のない屋内

１６．７％５．７％１７．２％１２．６％Ｃ廊下幅が車椅子通行可

３４．３％１１．９％３４．５％２５．５％ＡＢＣいずれかに対応

２８．９％１０．０％２９．３％２１．６％Ａ又はＢに対応（一定対応）

１５．３％

全体

２３．９％５．９％２１．５％Ａ手すり（２ヶ所以上）

高齢居住借家持家

◇高齢者が居住する住宅において「手すりの設置」「段差の解消」及び「広い廊下幅の確
保」（「３点セット」）が実施された住宅の割合は６．７％。

◇借家は２．６％と立ち遅れ。 （H15住宅・土地統計調査）

◇高齢者が居住する住宅において「手すりの設置」「段差の解消」及び「広い廊下幅の確
保」（「３点セット」）が実施された住宅の割合は６．７％。

◇借家は２．６％と立ち遅れ。 （H15住宅・土地統計調査）

１－１－２ 住宅のバリアフリー化の現状
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（財団法人日本賃貸住宅管理協会の賃貸管理業に携わる会員９１６社のうち１１
４社の回答を集計）

１１．６％５，６４８人④外国人は不可

３．１％１，４９５人③障害者のいる世帯は不可

７．１％３，４４４人②高齢者のみの世帯は不可

８．４％４，０７９人①単身の高齢者は不可

１５．８％７，６８０人うち入居者を限定している家主

４８，７１９人管理を委託している家主

資料：財団法人日本賃貸住宅協会「民間賃貸住宅の管理状況調査」
（平成１８年度）

１－１－３ 民間賃貸住宅における入居拒否

管理を委託している家主のうち、約１６％が高齢者等について入居者を限定している。

３



介護保険３施設

居住系サービスを
提供する「住まい」

有料老人ホーム

軽費老人ホーム

老人保健施設

特別養護老人ホーム

介護療養型医療施設

認知症高齢者グループホーム

高齢者向け優良賃貸住宅

シルバーハウジング

30,159戸（H20.3）

155,612人（H19.7）

84,325人（H18.10）

309,346人（H18.10）

399,352人（H18.10）

119,825床（H18.10）

123,485人（H18.10）

22,561戸（H20.3）

約８３万人

約４３万人

要支援・要介護認定者４１８万人に対して、高齢者政策の対象となっている介護・生活支援サービス
のついた高齢者の住まいは約１３１万人分。

過去５年間（H15～Ｈ19）の
供給戸数 約4,000戸／年

過去５年間（H15～Ｈ19）の
供給戸数 約1,000戸／年

療養病床の再編

・医療サービスの必要性の低い介護療養病床は平
成23年度末で廃止

高齢者向け公共賃貸住宅

約５万戸

施設・居住系サービスの動向

介護保険３施設及び介護専用居住系サービス利用
者の要介護認定者に対する割合を引き下げる方向
H16 41％ →H26 37％

（介護保険事業計画）

・このほか、高齢者専用賃貸住宅の一部などに生活支援サービス等の提供を
行う民間住宅の供給が見られる。

（注）１戸、１床を１人と見なした

１－１－４ 介護・生活支援サービスの付いた高齢者の住まい

養護老人ホーム

66,667人（H18.10）
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２．高齢者住宅施策の現状

２－１ 高齢者住宅に関する施策
２－２ 住宅のバリアフリー化の促進
２－３ 公共賃貸住宅における高齢者向け施策
２－４ 公共賃貸住宅における福祉施策との連携
２－５ 高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく施策
２－６ 高齢者等の住み替え支援



２－１ 高齢者住宅に関する施策

目標３ 良質な住宅ストックの形成及び将来世代への承継

・高齢者をはじめ多様な者が安全で快適な生活を営むユニバーサルデ
ザイン化の推進

・高齢者等の居住の安定を確保するため、公的賃貸住宅ストックの有効活用、高齢者等の
入居を受け入れる民間賃貸住宅の情報の提供
・高齢者等が安全・安心で快適な生活を営むことができるよう、住宅のバリアフリー化、見守
り支援、高齢者等に配慮した賃貸住宅供給、公的住宅と福祉施設の一体的整備

目標４ 住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

高齢者の居住の安定確保に関する法律（○） 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関
する法律（住宅セーフティネット法）（☆）

高齢者世帯等市場で適切な住宅を確保すること
が困難な世帯の居住の安定を確保するため、
①公的賃貸住宅の供給促進、
②民間賃貸住宅への円滑な入居の促進
を図る。

高齢者の居住の安定確保のため、
①高齢者が円滑な入居を促進する賃貸住宅の登録促進
②民間活力を活用した高齢者向けの優良な賃貸住宅の供
給促進
③高齢者自らによる持ち家のバリアフリー化の促進
を図る。

住生活基本計画

住宅のバリアフリー化・供給促進 福祉施策との連携
高齢者の居住ニーズへの対応

高齢者の賃貸住宅への入居円滑化

☆公営住宅の供給（入居基準の特例等）
○高齢者円滑入居賃貸住宅
○高齢者専用賃貸住宅
○終身建物賃貸借制度

☆シルバーハウジング・プロジェクト
☆公共賃貸住宅と福祉施設等の合築・併設
☆安心住空間創出プロジェクト
☆公営住宅を活用したグループホーム
・高齢者等の住み替え支援

（持家）
・優良住宅取得支援制度

・バリアフリー改修促進税制 等
（借家）

☆公共賃貸住宅のバリアフリー化（新築・改修）
○高齢者向け優良賃貸住宅の供給促進 等

住生活基本法

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を定めるとともに、基本理念の実現を図るための基本的施策、
住生活基本計画等について定める。

一般施策の活用
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２－２－１ 住宅のバリアフリー化に関する目標（住生活基本計画（全国計画））

住生活基本計画（全国計画）（平成18年９月19日閣議決定）に定める目標

〔ユニバーサルデザイン化の推進〕
・共同住宅のうち、道路から各戸の玄関まで車椅子・ベビーカーで通行可能な住宅ストックの比率

【平成１５年：１０％ ⇒ 平成２７年：２５％】

〔高齢者等への配慮〕
・高齢者（６５歳以上の者）の居住する住宅のバリアフリー化率

① 一定のバリアフリー化（注１） 【平成１５年：２９％ ⇒ 平成２７年：７５％】
② うち、高度のバリアフリー化（注２） 【平成１５年：６．７％ ⇒ 平成２７年：２５％】

（注１）一定のバリアフリー化：２箇所以上の手すり設置又は屋内の段差解消に該当
（注２）高度のバリアフリー化：２カ所以上の手すり設置、屋内の段差解消及び通行可能な廊下

幅のいずれにも該当
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公営住宅のバリアフリー化の状況

（平成１７年３月末）

平成 ７年 長寿社会対応住宅設計指針（→平成１３年廃止）
平成１１年 住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく高齢者等配慮対策等級
平成１３年 高齢者が居住する住宅の設計に係る指針（高齢者居住安定確保法）

支援措置

指針等の策定

２－２－２ 住宅のバリアフリー化に関する取り組み

○高齢者向け優良賃貸住宅供給促進
税制

・所得税、法人税、固定資産税

○バリアフリー改修促進税制

・所得税、固定資産税

税
制

○バリアフリー対応賃貸住宅融資

○高齢者向け優良賃貸住宅購入融資

○バリアフリー住宅（新築）に対
する金利を優遇

・住宅金融支援機構優良住宅取得支
援制度

○バリアフリーリフォームのため
の融資と債務保証
・住宅金融支援機構高齢者向け返済
特例制度による融資
・高齢者居住安定化センター死亡時一
括償還融資に対する債務保証

融
資

○民間事業者等による高齢者向け優良
賃貸住宅の整備に対し助成

・地域優良賃貸住宅（高齢者型）

○高齢化対応仕様を標準化（平成
３年度以降新規建設）

○既存住宅の住戸改善を推進

○地方公共団体が行うバリアフ
リー化等の施策を支援
・地域住宅交付金（提案事業）

補
助

借家（民間賃貸住宅）借家（公営住宅）持ち家

９３万戸

（４２％）

３６万戸

（１７％）

２１９万戸

いずれか一つ
以上に対応

手すり・段差・廊
下幅すべてに対

応

管理戸数
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２－３－１ 高齢者に対する住宅セーフティネット

公営住宅
高齢者向け優良賃貸住宅

高齢者円滑入居賃貸住宅
・高齢者専用賃貸住宅

民間賃貸住宅への入居の円滑化
（入居拒否のない民間賃貸住宅の
登録制度、家賃債務保証制度）

公的助成による民活型の
優良賃貸住宅

住宅セーフティネットの
中核となる公共賃貸住宅

地域住宅交付金等による支援

ＵＲ都市機構賃貸住宅

公共賃貸住宅における高齢者向け施策 高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく施策
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■バリアフリー化
○７７万戸のストックを再編・スリム化するなかで、全戸をバリアフリー化。

このうち、約２９万戸については車いすの利用に対応するとともに、
さらにこのうち約８万戸は、在宅での介護のしやすさにも配慮
（平成20年度：８団地で試行実施、平成21年度：本格実施、平成30年度までに約４万戸供給）

■福祉施設等の誘致
○団地内の施設や空地に福祉施設等を誘致。

５００団地程度に誘致を想定
このなかで、特養、グループホーム、有料ホーム等
については、２．５万床（室）程度を想定

■団地の再生・再編に伴う家賃負担の抑制
○UR賃貸住宅ストック再生・再編計画に基づき、建替え、バリアフリー改修などを行う場合、

移転が必要となる低所得の高齢者等に対し、家賃減額を実施

段差の多い居室空間

段差の多い浴室やトイレの出入り口

現況２ＤＫプラン

◆トイレの改善
・床段差 ・手摺設置
・介護を行う者の空間を確保

改修例

◆浴室の改善
・出入口段差の解消
・浴槽またぎ高さの低減
・手摺の設置
・出入口の幅の確保

◆居室等の改善
・キッチンと個室の
見通し確保

・洋室化によるﾍﾞｯﾄﾞ
車椅子対応

・床段差の解消
・通行幅の確保

介護のしやすさにも配慮したバリアフリー改修

（例）デイサービスの誘致

２－３－２ 公共賃貸住宅における高齢者向け施策の例（UR都市機構賃貸住宅①）
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○高度のバリアフリー化 ⇒約14.7万戸（全戸数の約19％）
※①手摺の設置（浴室･便所･洗面所等の2ケ所以上）②段差のない室内③車椅子通行可能な廊下幅

○一定のバリアフリー化（高度のバリアフリー化を含む） ⇒約29.8万戸（全戸数の約39％）
※高度のバリアフリー化の①と②のうち、１点以上を満たすもの

○約73万戸に設置済（全戸数の約95％）

○高層住宅 （対象：約38.2万戸） ⇒設置済：約38.2万戸／設置率100％
○中層片廊下型（対象：約1.9万戸） ⇒設置済：約1.4万戸／設置率約74％
○中層階段室型（対象：約36.2万戸） ⇒設置済：140戸／設置率約0.04％
※全ストックにおける設置率 ⇒設置済約39.2万戸／約76.7万戸＝約51％

≪バリアフリー化等の整備状況（平成19年度末現在）≫

バリアフリー化

階段手摺り

エレベーター

２－３ー３ 公共賃貸住宅における高齢者向け施策の例（UR都市機構賃貸住宅②）
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緊急通報装置
●トイレコール
●バスコール
●握り押しボタン等

消防署等

提携民間業者

≪ソフト対策の充実≫

生活支援アドバイザーを団地に常駐（昼間）さ生活支援アドバイザーを団地に常駐（昼間）さ
せ、”顔の見えるサービス”を提供せ、”顔の見えるサービス”を提供

○機構、地公体等の高齢者施策の案内･相談○機構、地公体等の高齢者施策の案内･相談

○見守りサービスの実施○見守りサービスの実施

○生活関連情報の提供○生活関連情報の提供

※※ＨＨ20.720.7から試行実施８団地において順次から試行実施８団地において順次
配置配置

緊急時対応サービスの提供 生活支援アドバイザーの配置

ＵＲ都市機構の高齢者向け優良賃貸
住宅においては、緊急時対応サービ
スを提供する事業者と提携し、住戸
内に設置された緊急通報装置により、
24時間、事故や急病等の場合に備え

るシステムを有している。

ＵＲ都市機構においては、介護に配慮し
た高水準の住宅への改善と高齢者向け
の案内・相談等サービスの日常的な提
供を試行実施する８団地を選定。当該
団地内の管理サービス事務所等を改修
しスペースを確保した上で、専任の「生
活支援アドバイザー」を昼間常駐配置し
ている。

２－３ー４ 公共賃貸住宅における高齢者向け施策の例（UR都市機構賃貸住宅③）
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高齢者等の生活特性に配慮しバリアフリー化された公営住宅等と、ＬＳＡ（ライフサポートアドバイザー（生活援助員））に
よる生活相談・緊急時対応等のサービスを併せて提供する

２－４ー１ シルバーハウジング・プロジェクト

１ 概要

(１) 入居世帯：高齢者単身・夫婦世帯等

(２) 住 宅：緊急通報装置を備えた公営住宅等

－公営住宅の附帯施設としての高齢
者生活相談所の設置

－ 特定公共賃貸住宅を活用したＬＳＡ

専用住戸の設置 等
（国土交通省の地域住宅交付金等）

(３) Ｌ Ｓ Ａ ：入居高齢者に対して緊急時対応、

一時的な家事援助等を実施
（厚生労働省の地域支援事業）

２ 住宅とサービスの提供

昭和62年度 制度創設（ＬＳＡ常駐型）
平成5年度 制度拡充（福祉施設連携型）

実績：８３７団地 22,561戸（平成20年度末計画策定）

３ 経緯・実績

連 携
住宅行政福祉行政

機構

ＬＳＡ
専用住戸
（常駐型
の場合）
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団地再編の実施イメージ団地再編の実施イメージ

デイサービスセンター、診療所、訪問
看護・介護事業所、子育て支援、ＮＰＯ
レストラン、交流施設等の出店住戸内及び屋外空間のバリアフリー化 （一部住戸は介

護対応型に改修）

介護対応住戸や高齢者向け賃貸住
宅、グループホーム等への住み替え
支援

民間事業者等によるグループホーム、小規
模多機能施設等の設置

民間事業者等による高齢者専用賃貸住宅、
有料老人ホーム、特別養護老人ホーム等の
設置

緊急通報オペ
レーションセン
ター

タクシー会社等

見守り

団地外の者のサービス
利用（通所・訪問）

公共交通機関や福祉施設等
との間の移動経路のバリアフ
リー化（スロープ、屋外ＥＶの
設置等）

介護

子育て

医療

食事
交流

※各地域ごとに、地方公共団体、公的賃貸住宅管理者、民間福祉事業者等による協議会を設置し、具体的なプロジェクトを実施。

住棟集約で生じた

空地等の活用

現状

再編後

２－４ー２ 安心住空間創出プロジェクト

厚生労働省施策と連携し、高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で自立し、安心して暮らし続けることができるよ
う、公営住宅団地やＵＲ都市機構賃貸住宅団地等を地域の福祉拠点として再整備する。

概要
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２－４ー３ 公共賃貸住宅における福祉施設等の併設

公共賃貸住宅（公営住宅、特定公共賃貸住宅、ＵＲ都市機構賃貸住宅、公社住宅、改良住宅等）と社会福
祉施設等の併設（敷地内建設、合築、団地内施設へのテナント入居）の状況を調査したもの

１．実績 １，４７２団地 ２，３６１施設（１団地に複数の施設が立地するものがある）
２．主な施設

①高齢化対応
(在宅サービス関係施設) 計５４１施設 （うちＵＲ都市機構２１０施設）

デイサービス ：２９０
在宅介護支援センター ： ７１

(施設サービス関係施設) 計２１３施設 （うちＵＲ都市機構１０３施設）
特別養護老人ホーム ： ６７

②障害者対応 計 ８１施設 （うちＵＲ都市機構 ３２施設
グループホーム ： １５

③少子化対応 計６７２施設 （うちＵＲ都市機構３１９施設）
保育所 ：５７９
児童館 ： ５９

④その他の施設 計８５４施設 （うちＵＲ都市機構４３２施設）
医療施設 ：２２３
図書館、ホール等 ：１０７

公共賃貸住宅団地においては社会福祉施設等（保育所、デイサービスセンター等）の合築・併設を推進している。
平成14年度以降、100戸以上の公営住宅団地の建て替えに当たっては、社会福祉施設等の併設を原則化している。

合築・併設の推進

社会福祉施設等との合築・併設実績（平成１９年度末）
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高齢者、障害者が地域で暮らせる社会の実現に向けて、公営住宅を日常生活上の援助を受けな
がら共同生活を行うグループホームとして活用できることとしている。

１．制度概要１．制度概要

平成４年～ 補助金等適正化法に基づく個別の大臣承認を受けて、試行的に実施
平成４年４月 北海道上磯町営住宅、平成５年４月 静岡県営住宅（袋井市）
平成６年４月 徳島県営住宅（板野郡）

平成８年 公営住宅法改正
公営住宅のグループホームとしての活用について、法律に明確に位置付けるとともに、以下の要件に該当

する場合には大臣承認の手続きを簡素化した（事後報告をもって承認と取り扱う。）。

２．経緯２．経緯

【対象となる社会福祉事業】
①精神障害者グループホーム
②知的障害者グループホーム
③認知症高齢者グループホーム（平成１２年４月から追加）
④ホームレスの自立の支援のための活用（平成１８年４月から追

加）
【活用することができる主体】

社会福祉法人、地方公共団体、医療法人、ＮＰＯ等
【要件】

①公営住宅の適正かつ合理的な管理に著しい支障のない範囲
で行われること

②公営住宅の本来の入居対象者である低額所得者層への供給
に支障が生じないこと

③事業の円滑な実施が担保されていること

公営住宅のグループホーム事業活用実績の推移

6

138

400

545
459

0

100

200

300

400

500

600

H8 H12 H16 H17 H18（年度）

（戸）

（国土交通省資料）

２－４ー４ 公営住宅のグループホームとしての活用

※このうち大阪府において300戸を活用。

※認知症高齢者向けグループホームは６戸のみ。
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持ち家施策賃貸住宅施策

基本方針（第３条）

・高齢者のための住宅の需要及び供給の現況及び将来の見通しを勘案し、次の事項を定
める
①高齢者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する基本的な事項
②高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する基本的な事項
③高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する基本的な事項
④保健医療サービス又は福祉サービスを提供するものとの連携に関する基本的な事項
⑤高齢者の居住の安定の確保に関する重要事項

高齢者円滑入居賃貸住宅、高齢者専用賃貸住宅
の登録・閲覧制度（第４条～第２９条）

高齢者向けの優良な賃貸住宅の供給促進（第３５条～第５５条）

終身建物賃貸借（第５６条～第７５条）

加齢対応構造等
を有する住宅へ
の改良に対する
支援措置（第７７条）

高齢者居住支援センター（第７８条～第８８条）

高齢者の居住の安定確保を支援することを目的として民法第３４条の規定により設立された法人から指定。センターは次に掲
げる業務を行う。
①登録住宅に入居する高齢者の家賃に係る債務の保証
②加齢対応構造等を有する住宅への改良に必要な資金の死亡時一括償還の方法による貸付けに係る債務の保証
③高齢者の情報及び資料の収集、整理及び提供
④高齢者の居住の安定の確保に関する調査研究
⑤以上の業務に附帯する業務

２－５ー１ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（概要）

高齢者が居住する住宅の
設計に係る指針

高齢者が入居する賃貸
住宅の管理に係る指針

基本方針に基づき大臣が定める
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高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅の登録・閲覧制度を整備し、高齢者に必要な賃貸住宅情報の提供を行うととも
に、当該賃貸住宅について、滞納家賃の保証制度を措置することにより高齢者の円滑な入居を支援する。

１．趣旨１．趣旨

101,726
20,655

１８年度

125,59281,07169,83160,58446,77824,961累 計

23,86611,2409,24713,80621,81724,961当該年度

１９年度１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度

375

26,083
１８年度

56027216181180債務保証

引受件数（累計）

29,69716,44515,14012,6366,788219基本約定

締結戸数（累計）

１９年度１７年度１６年度１５年度１４年度１３年度

①高齢者円滑入居賃貸住宅 （登録戸数：戸）

②高齢者に対する家賃債務保証 （基本約定締結戸数：戸、保証引受件数：件）

２－５ー２ 高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）

貸主

高齢者円滑入居
賃貸住宅の登録

情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

貸主

高齢者円滑入居
賃貸住宅の登録

情報提供

高齢者単身・

夫婦世帯等

家賃債務保証
（６ヶ月限度）

賃貸借契約

高齢者居住支援センター

家賃債務保証
の申込み

(１) 高齢者円滑入居賃貸住宅・・・高齢者の入居を受け入れることとしている賃貸住宅
(２) 登録制度・・・賃貸人は高齢者円滑入居賃貸住宅を知事に登録することができる。登録された情報は、広く開示。

（３）家賃債務保証・・・高齢者居住支援センターは、登録住宅に入居する高齢者の家賃に係る債務を保証できる。

都道府県
（指定登録機関）

情報の一元化

都道府県
（指定登録機関）

３．実績３．実績

２．制度の内容２．制度の内容

【保証内容】 対象者 ：高齢者世帯（６０歳以上） 保証の対象：家賃６ヶ月分等に係る債務保証
保証期間 ：２年間（更新可） 保証料 ：月額家賃の３５％

【登録項目】 ・賃貸人の氏名又は名称
・賃貸住宅の位置、戸数、規模及び構造（加齢対応構造を含む）、家賃及び共益費の概算額 等
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高齢者円滑入居賃貸住宅のうち、専ら高齢者の単身・夫婦世帯を賃借人とするものについて、より詳細な情報を
登録し、開示する。

１．趣旨１．趣旨

(１) 登録内容・・・高円賃に比べてより詳細な情報を登録し、比較選択を容易にする。

(２) 一定の要件（※）を満たす高齢者専用賃貸住宅については、特定施設入居者生活介護の対象施設となりうる（介
護保険法）

なお、上記の要件を満たす高齢者専用賃貸住宅は、有料老人ホームとしての規制は及ばない（老人福祉法）
(３)その他

生活指導及び相談、安否確認又は緊急時対応の全部又は一部を行う高齢者専用賃貸住宅にあっては、医療法
人でも経営可能（平成１９年５月～）

※ 高齢者の居住の安定を確保する法律施行規則 （平成17年12月1日施行）

【登録項目】 ・賃貸人の氏名又は名称 ・賃貸住宅の位置、戸数、規模及び構造（加齢対応構造を含む）、家賃及び共益費の概算額
は追加情報 ・高齢者専用賃貸住宅の戸数 ・入居の際受領する費用の概算額 ・共同利用する居間、食堂、台所、収納設備、浴室の有無

・入浴、排せつ、食事等の介護その他日常生活上の世話の提供の有無 ・前払い金の保全措置の有無 等

【一定の要件（※）】
・各戸の床面積が25㎡以上（居間、食堂、台所その他の部分が、共同利用に十分な面積を有する場合は18㎡以上）
・各戸に台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室を備えること（共用部分において、共同で利用する適切な台所、収

納設備、 浴室を備えている場合は、各戸に備えなくともよい）
・前払家賃に対する保全措置が講じられていること
・入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事又は健康管理をする事業を行う賃貸住宅であること

18,794 9,986 2,331 累計

8,808 7,655 2,331 当該年度

１９年度１８年度１７年度

（登録戸数：戸）

３．実績３．実績

２－５ー３ 高齢者専用賃貸住宅（高専賃）

２．制度の内容２．制度の内容
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(１) 高齢者向け優良賃貸住宅の供給・・・高優賃を供給する者は、供給計画について、知事の認定を受けられる。

(２) 供給に対する支援措置
① 整備費、家賃の減額に対する補助

② 税制

③ 住宅金融支援機構 バリアフリー対応賃貸住宅融資を利用可能
(３) 地方公共団体、ＵＲ都市機構等による高齢者向けの優良な賃貸住宅の供給についても促進

２－５ー４ 高齢者向け優良賃貸住宅（高優賃）

26,550
3,394

１８年度

30,15923,15618,79214,41210,2085,457累 計

3,6094,3644,3804,2044,7515,457当該年度

１９年度１７年度１６年度１５年度１４年度～１３年度

良好な居住環境を備えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進する。

１．趣旨１．趣旨

２．制度の内容２．制度の内容

【主な認定基準】
・５戸以上 ・25㎡／戸以上（共同利用する居間、食堂、台所、浴室等を有する場合は18㎡以上）
・耐火構造又は準耐火構造 ・各戸に台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室を備えること（台所、収納設備、浴室は共同利用で代替可）
・高齢者の身体機能の低下に対応した構造・設備 ・緊急時対応サービスを受けうること
・10年以上の管理、公募原則、抽選等公正な方法による選定、計画的な修繕、適切な事業計画
・入居者資格を60歳以上の高齢者単身・夫婦世帯等に設定

地域優良賃貸住宅（高齢者型）として地方公共団体が補助を実施 （国は地方公共団体に４５％を交付（地域住宅交付金））
① 整備費 収入分位80％以下の世帯を対象に供給する場合、共同施設、加齢対応構造の整備費等の２／３を補助

② 家賃 収入分位40％以下の世帯を対象に事業者が家賃の減額を行う場合、４万円／戸を限度額として助成

所得税、法人税 ５年間2.8割増償却 （平成21年３月31日まで）
固定資産税 120㎡相当分が５年間1/3に軽減（平成20年３月31日まで）

３．実績３．実績

（管理開始戸数：戸）
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住宅を賃貸しようとする者は、知事の認可を受けて、高齢者に対し、終身建物賃貸借事業を実施できる。
（１）対象となる者

・高齢者（６０歳以上）であること。
・単身又は同居者が高齢者親族であること(配偶者は６０歳未満でも可)｡

（２）対象となる住宅の基準
・高齢者の身体機能に対応し、段差のない床、浴室等の手すり、幅の広い廊下等を備えたものであること
・前払家賃を受領する場合にあっては、当該前払家賃の算定根拠が書面で明示され、必要な保全措置が講じられ

るものである 等
（３）高齢者が死亡した場合の同居者の継続居住

・同居していた高齢者（配偶者は６０歳未満でも可）は高齢者の死亡後１か月以内の申出により継続居住可能。
（４）解約事由

・家主からの解約申入れは、住宅の老朽等の場合に限定
・借家人からの解約については、

①療養、老人ホームへの入所、親族との同居等が理由の場合は、解約申入れ１か月後に借家契約は終了
②上記以外の理由の場合は、解約申入れ６か月後に借家契約は終了

（５）その他の借家人に対する配慮
・借家人が希望すれば、終身建物賃貸借契約の前に定期借家により１年以内の仮入居が可能

２－５ー５ 終身建物賃貸借制度

高齢者単身・夫婦世帯等が終身にわたり安心して賃貸住宅に居住できる仕組みとして、借家人が生きている限り
存続し死亡した時に終了する（相続性を排除する）、借家人本人一代限りの借家契約を結ぶことができる制度。

１．趣旨１．趣旨

２．制度の内容２．制度の内容

３．実績３．実績

２２件 ８４５戸（平成２０年３月末）
２０



◇高齢者等の住み替え支援
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを

円滑化することにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢
期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。

◇高齢者等の住み替え支援
高齢者等の所有する戸建て住宅等を広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを

円滑化することにより、子育て世帯等に広い住生活空間を提供するとともに、高齢者の高齢
期の生活に適した住宅への住み替え等を促進。

子育て世帯等へ

高齢期に適した
住宅への住み替え

高齢者世帯等

国

保証

賃料

借り上げ※

賃料

※借上げ主体は、高齢者の死亡時まで

継続して契約

賃貸（定期借家
契約を活用）

借上げ主体
（中間法人等）

基金

住み替え支援のスキーム住み替え支援のスキーム

※平成18年10月の事業開始からの活用実績は６９件。（平成20年10月16日現在）
平成18～20年度の３年間はモデル事業として実施。今後、事業の全国展開を図る。

２－６ 高齢者等の住み替え支援

２１



３．高齢者の動向と今後の課題

３－１ 高齢者を含む世帯、要介護等高齢者の動向
３－２ 高齢者の住まいをめぐる課題として想定されるもの



３－１ 高齢者を含む世帯、要介護等高齢者の動向

高齢者同居世帯（持家）
７３０万→７９５万世帯

＋６５万世帯

単身・夫婦高齢者世帯（持家）
６４９万→８７９万世帯

＋２３０万世帯

単身・夫婦高齢者世帯（借家）
２０２万→２８２万世帯

＋８０万世帯

要介護等高齢者

要介護・要支援高齢者
４１８万人→５５６万人

＋１３８万人

うち在宅 ３２７万人→４４６万人
＋１１９万人

うち施設等入所者
９１万人→１１０万人 ＋１９万人

高齢者同居世帯（借家）
１３９万→１３３万世帯

▲６万世帯

2005年実績と2015年推計（国土交通省試算）

＜試算の考え方＞
・高齢者の世帯員がいる世帯について、平
成１５年住宅・土地統計調査をもとに、単
身、夫婦のみ世帯、その他の世帯別の持
借比率を算出し、それぞれの世帯数に乗
じて、持家借家別の世帯数を求めた。
・さらに持借比率一定の仮定のもとで、
２０１５年の世帯数を推計。

２２

同居世帯計
８６９万→
９２８万世帯

単身・夫婦
世帯計
８５１万→
１１６１万世帯

持家計
１３７９万→１６７４万世帯

借家計
３４１万→４１５万世帯

全体
１７２０万→２０８９万世帯



３－２ 高齢者の住まいをめぐる課題として想定されるもの

高齢者の住まいをめぐる課題として想定されるもの

高齢者世帯の増加 借家の高齢者世帯の増加 高齢者単身・夫婦世帯の増加 在宅の要介護等の高齢者の増加

①住宅（特に立
ち後れている借
家）のバリアフ
リー化を一層促
進するための施
策が必要では
ないか

②公共賃貸住宅の
供給促進等、住宅
セーフティネットの一
層の充実を図る必
要があるのではない
か

③高齢者の住まい
における、高齢者の
生活を支援する
サービスの提供を
確保するための施
策が必要ではない
か

④在宅の介護サービ
ス・生活支援サービス
の提供の確保のため、
住宅とこれらのサービ
ス拠点の一体的整備
等を一層促進するため
の施策が必要ではな
いか

⑤以上のような課題に対応するため、地方公共団体が、福祉部局と住宅部局の連携の下に、高齢者
の居住の安定を確保するための計画を策定する必要があるのではないか

２３


